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「日本の美」総合プロジェクトについての論点 
 

※青字は資料１－２の関連ページ 

第１回懇談会における御意見等 現状関連施策及び今後考えられる対応等について 

１．総論  
○「日本の美」とは何か 
・「日本の美」は、すべてのものに命が宿り、神が宿るという、縄文時代の自然を愛する

心から発するもの。 

・文化は、理屈ではなく、日本人の奥のほうから「分かる」という、遺伝子や血の中で

思うもの。この感じを大切にすべき。 

・文化芸術の分野は広く、歴史的な総合文化である。 

 

― 

○日本文化の多様性 
・日本文化の特色は多様性にある。社会のあらゆる階層がそれぞれの文化を持ち、誇り

を持っている。日本文化の多様性を海外に全部押し付けないようにしてほしいが、同

時に、これを確保しながら、「日本の美」の展開を進める必要がある。 

 

― 

○クラウドファンディング等の検討  
・財政のことを考えると、「案内人」の存在と、国民を巻き込むことの双方が大事。クラウ

ドファンディングのような形も含め、資金面の方法論を検討する必要がある。 

 

【現状関連施策】 

・第4次「文化芸術の振興に関する基本的な方針」（第4次基本方針）において、重点的に取

り組むべき施策として、「2020 年東京大会を見据えて、企業メセナ協議会が構築した基

金をはじめ、民間団体等が設ける様々な基金への寄附等の協力を、民間企業等へ要請す

るとともに、企業等の文化芸術活動を促す等、民間からの多様な支援の方途を開く。」と

記載。（企業によるメセナ活動費総額約194億円（回答があった245社の総額）、企業財団
による活動費総額646億円（回答及び公表データによる計167団体の総額）  出典：公益
社団法人企業メセナ協議会「メセナ活動実態調査（平成26年度）」）【文化庁】（Ｐ１～４） 

 

【今後考えられる対応等】 

・第4次基本方針に沿って、民間資金の積極的活用等、多様な文化財源の確保など具体策の

実現に引き続き取り組む。【文化庁】 

 

 

 

 

○総論に関するその他の関連施策等について 
・我が国の多様な文化を通じて、日本全国で2020年東京オリンピック・パラリンピック競

技大会に向けた気運を醸成するため、関係府省庁、東京都、大会組織委員会を構成員と

する関係府省庁等連絡会議を開催。（平成27年11月26日第１回開催）【内閣官房オリパラ

事務局】（Ｐ５） 
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２．海外への発信  

○海外発信の意義  
・「日本の美」の発信を通じて、世界における日本の存在感を高めることは、日本の国益

に直結するもの。 

・各国でクールジャパンという日本びいきの若者が出てきている中、文化芸術というソフ

トパワーを充実させることは、平和外交、地方創生にも資するものである。 

 

― 

○海外主要都市における「日本博」の開催 
・誇るべき日本文化を一堂に集めた、「日本博」を開催する。その成功には、開催地にお

ける日本びいきの有志たちが主催者となるなど中心になることが必要。 

 ex) ・縄文土器や仏像、浮世絵、美術、漆器、陶器、磁器の工芸、着物、盆栽の展示。 

・縄文アニミズム信仰から鳥獣戯画を経て北斎漫画、アニメーションに至るまで 

の歴史的展示。 

・日本独特の食文化が出展されるレストランコーナーの設置。 

・茶室における茶の湯を振る舞い。 

・陶器づくり体験コーナーの設置。 

・日本庭園の造成。 

・CLT木材による芝居小屋における歌舞伎、文楽、能、狂言等々の上演。 

・広場での流鏑馬の実演。 

・和紙づくりや美術の修復技術の実演。 等 
 

【現状関連施策】 

・我が国の優れた文化財を諸外国に紹介することにより、我が国の歴史と文化に対する理

解の増進と国際親善の推進に寄与することを目的として、毎年度１か所程度で海外展を

実施。（昭和26年度開始以降、通算77回実施。平成27年度は、「狩野派」展（米国・フィ
ラデルフィア）等を開催）【文化庁】（Ｐ６） 

 

・メディア芸術の創造とその発展を図ることを目的として、文化庁メディア芸術祭受賞作

品を海外で広く紹介するため、海外で開催されるメディア芸術関連のフェスティバルに

参加・出展。（27年度実施国：チリ・サンチアゴ（平成27年10月）、スペイン・マドリー
ド（平成28年1月）、インド・ムンバイ（平成28年2月））【文化庁】（Ｐ７） 

 

・外務省及び国際交流基金は、諸外国において、日本文化紹介事業、伝統芸能などの公演、

日本関連美術展、日本映画上映会などを実施し、相手国における親日感の醸成、日本理

解の促進を図っている。（平成27年度は、在外公館を通じて約2000件の事業を、国際交流
基金を通じて約200件の事業を、100か国以上ののべ300都市以上で実施）【外務省、国際

交流基金】（Ｐ８～１０） 

 

・「食」をテーマとするミラノ万博（2015年5月～10月）において、以下の取組を実施。 

  ①自然と共生する日本の農林水産業や多様な食文化を発信。 

②本格的な日本食を提供するレストランを設置するとともに、地方公共団体や各種団

体の協力により、地域の多様な食文化や伝統行事等を紹介。 

③和食器等の伝統工芸品の展示等によりクールジャパンを紹介。 

  ④旅館のおもてなし体験や、伝統的工芸品の制作実演を行い、日本文化を感じる旅に

ついて情報発信。 

  ⑤日本の誇る美しい自然の景観を素材に訪日プロモーションブースを出展するととも

に、「和食；日本人の伝統的な食文化」をテーマとした国際発信事業など、日本文化

を発信するセミナーやステージイベントを実施。 

   （日本館には、万博総来場者数の１割強にあたる228万人が来館。ジャパンサローネ
（別館）来場者数約3万人）【農林水産省、経済産業省、観光庁、文化庁】（Ｐ１１） 

 

【今後考えられる対応等】 

・（資料１－３参照） 
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○映画による世界市場の開拓 
・制作費の半額助成などにより、世界に異国情緒と夢を提供できる時代劇の復興を目指

すべき。ハリウッド研究部も必要。映画への助成は、海外の方が日本を格好いいと思

う感覚への貢献であり、その第一作目として、「天孫降臨」などをアニメでつくるなど

してはどうか。 

・インターネット等の普及が進む中で、コンテンツという観点から支援することも必要。 

 

【現状関連施策】 

・映画による国際文化交流を推進し、我が国の映画の振興に資することを目的に、国際共

同製作による映画の製作活動を支援。（平成27年度補助実績 ５件 約２億円） 【文化庁】 

（Ｐ１２） 

 

・我が国の優れた映画の製作活動を奨励し、その振興を図るため、日本映画の製作活動を

支援。（平成27年度補助実績 42件 3.9億円）【文化庁】（Ｐ１３） 

 

・放送コンテンツ等海外展開支援事業（平成２６年度補正予算） 

総務省・経産省・外務省・観光庁の連携による標記事業の一環として、外務省では、国

際交流基金を通じて、商業ベースでは販売が困難な途上国等に対し、各テレビ局・映画

製作会社等が有するテレビドラマ・映画等のコンテンツを無償供与する事業を実施。（平
成27年度は約70か国に約450番組を提供予定）。【外務省、国際交流基金】（Ｐ１４） 

 

【今後考えられる対応等】 

・（資料１－３参照） 

 

○文化宰相としての総理大臣 
・世界の文化人を集め、薪能などを開催してはどうか。 

 

 

○エバンジェリスト制度の創設 
・宣教師がキリスト教を普及させたように、「日本の美」の普及においても、草の根で普

及活動を行う「エバンジェリスト」、「案内人」のような仕組みを導入してはどうか。 
 

【現状関連施策】 

・文化庁では、平成15年度より、芸術家、文化人等を「文化交流使」（Japan Cultural Envoy） 

に指名、海外に派遣し、世界の人々の日本文化への理解の深化や、日本と海外の文化人の

ネットワークの形成・強化につながる活動を推進。（平成27年度は新たに７名を指名し、
それぞれ１か月から半年程度の活動を予定している。）【文化庁】（Ｐ１５） 

 

・国際交流基金では、海外において舞台公演、講演、デモンストレーション、ワークショ

ップ等の文化芸術事業を実施するため、日本文化専門家の短期派遣（基本的に１か月以

内）を実施。（主催・助成あわせて年間130件程度）【国際交流基金】 

 

【今後考えられる対応等】 

・（資料１－３参照） 

 

○日本文学の翻訳の充実 
・文学は、影響力は狭いが深いものを与えることができる。純文学の翻訳を集中的にや

っていただきたい。 

 

【現状関連施策】 

・現代日本文学の翻訳・出版、翻訳コンクール等を実施し、現代日本文学の海外発信基盤

整備に取り組んでいるが、現代日本文学の翻訳・出版事業については、平成２４年度行

政事業レビューにおいて、すでに廃止が決まっている。（翻訳作品121（言語別延222作品）、
出版数114作品（言語別延181作品））【文化庁】（Ｐ１６） 

 

・国際交流基金「翻訳出版助成」 

国際交流基金では、日本理解及び日本研究の促進を目的として、日本文学を含む、日本

語で書かれた人文・社会科学及び芸術分野の図書の外国語翻訳・出版を計画する海外の

出版社に対し、経費の一部を助成。（平成27年度採用件数：29件）【国際交流基金】 

（Ｐ１７） 
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【今後考えられる対応等】 

・引き続き、翻訳コンクール等を実施することにより、優れた翻訳者の発掘・育成に取り

組んでいく。【文化庁】 

 

・引き続き、日本の文学を含めた優れた図書の外国語への翻訳への助成を実施していく。

【国際交流基金】 

○若者の語学力強化 
・日本文化を紹介していくためには語学力が必要。2020年オリンピック・パラリンピッ

クで文化によるおもてなしを行うためにも、しっかりとした準備が必要。 

 

【現状関連施策】 

・中央教育審議会での審議を受けた次期学習指導要領の改訂時に導入予定の小学校英語の

早期化・教科化等を先取りして行う地域の取組への支援（平成27年度29地域）、ネイティ

ブによる教員研修（英語教育推進リーダー育成のため、年間600人の小中高教員を対象に
実施）やALT等の外部人材の活用等の取組を実施。【文科省】（Ｐ１８） 

 

・国費による海外留学支援制度や、民間の協力を得た海外留学支援制度「トビタテ！留学

JAPAN日本代表プログラム」の推進。【文科省】（Ｐ１９、２０） 

＜国費による支援（平成27年度予算額での支援対象人数）＞ 
  （高校生等）長期：300人、短期：1,300人 
  （大学生等）大学院学位取得型（長期）：270人、協定派遣型（短期）：22,000人 
 ＜トビタテ！留学JAPAN日本代表プログラム（採用実績）＞ 
  （高校生等）第１期派遣留学生として303人を採用 
  （大学生等）第１～３期派遣留学生として計983人を採用 
 

【今後考えられる対応等】 

・次期学習指導要領改訂に向け、引き続き、小学校英語の早期化・教科化等を先取りして

行う地域への支援や指導体制整備等、先取りした抜本的な改革を実施。【文科省】 

 

・2020年までに日本人の海外留学者数を倍増させるという目標に向け、留学支援等を実施。 

【文科省】 

 ○海外への発信に関するその他の関連施策等について 
【現状関連施策】 

・オリンピック・パラリンピックに向けて訪日外国人の増加が見込まれ、世界からの注目

度の高まる機を捉え、2016年リオデジャネイロ大会後から全国津々浦々で文化プログラ

ムの展開に向け、文化庁が取り組む文化プログラムの基本構想を策定（H27.7）するなど、

組織委員会、東京都、関係省庁等と文化プログラムの推進に向けた準備を実施。【文化庁】 

（Ｐ２１） 

 

・日本の歴史や文化伝統をテーマとした訪日プロモーションを実施するとともに、これら

を活用した体験型訪日ツアーの充実を図る。（2014年の訪日外国人旅行者数1,341万人（前
年比29.4％増）、2015年1～11月の訪日外国人旅行者数1796.4万人（前年同期比47.5％増）
【観光庁】（Ｐ２２） 

 

【今後考えられる対応等】 

・2020年東京大会の機会を最大のチャンスと捉え、2016年-2020年の5年間を集中的取組

期間とし、多様な文化事業を展開するなど、戦略的な発信に取り組む。【文化庁】 

・引き続き、上記の取組を実施。【観光庁】 
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３．国内への普及  

○国内普及の意義 
・グローバル化が進む中、「日本の美」という切り口で、日本人の価値観や歴史観、美意

識、伝統などを身につけることは重要。 

 

― 

○学校における文化伝承（文化芸術鑑賞機会）の充実 
・学生は、有名な芸術家の名前は知っているが、実際の作品を鑑賞していない。学校教育

における文化伝承について、学校現場の努力を期待したい。 

 

【現状関連施策】 

・改正教育基本法の趣旨を踏まえて改訂された現行の学習指導要領では、各教科において

伝統文化に関する内容の充実を図るなど、我が国や郷土の伝統・文化を受け止め、それ

を継承・発展させるための教育を推進している。【文科省】（Ｐ２３、２４） 

 

・学校教育における芸術鑑賞の機会に関しては、学習指導要領において、例えば、中学校

美術科の鑑賞の題材について、「美術館・博物館等の施設や文化財などを積極的に活用す

るようにすること」とされており、小中高等学校における芸術教育の指導上の工夫とし

て、芸術鑑賞の機会の充実を図っている。【文科省】（Ｐ２５） 

 

・また、「文化芸術による子供の育成事業」を実施し、一流の文化芸術団体が学校で公演を

行う「巡回公演事業」や芸術家を学校に派遣し講演・実技指導を行う「芸術家の派遣事

業」において、児童生徒が能楽などの伝統芸能、華道・茶道等の生活文化等に触れる機

会の充実を図っている。（巡回公演事業：14種目1850公演程度、芸術家派遣事業：2400
件程度）【文化庁】（Ｐ２６） 

 

【今後考えられる対応等】 

・今後も引き続き、現行の学習指導要領に基づき、小・中・高等学校における伝統や文化

に関する教育を推進するとともに、芸術鑑賞の機会の充実を図る。【文科省】 
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４．保存・継承  

○伝統工芸技術のアーカイブ 
・伝統工芸に必要な様々な用具・道具がなくなりつつある。伝統工芸技術のアーカイブ

を行うべき。 

 

【現状関連施策】 

・選定保存技術の選定及び保持者、保存団体の認定（工芸の原材料の生産・製造等技術、

工芸の制作用具の製作等技術の選定）                      
（平成２７年１２月８日現在） 

 
選定保存技術 

保 持 者 保 存 団 体 

選定件数 保持者数 選定件数 保存団体数 

７１件 ４９件 ５７人 ３１件 ３３(３１)団体 

※保存団体には重複認定があるため、( ）内は実団体数を示す。 

※同一の選定保存技術について保持者と保存団体を認定しているものがあるため、保持者と保存団体の計が選定保存技術の件数と
は一致しない。 

※伝統工芸技術以外も含む。 【文化庁】（Ｐ２７） 

 

・重要無形文化財伝承事業及び文化財保存技術保存事業において、重要無形文化財保持団

体及び選定保存技術保存団体が行う「原材料・用具確保」に対する補助を行っている。 

重要無形文化財伝承事業（平成26年度補助実績額 316百万円の内数） 
文化財保存技術保存事業（平成26年度補助実績額 320百万円の内数）【文化庁】（Ｐ２７） 

 

・無形文化財「わざ」の理解促進事業に係る工芸技術記録映画製作業務（工芸技術関係：
53本）【文化庁】（Ｐ２８） 

 

【今後考えられる対応等】 

・（資料１－３参照） 

 

 

○保存・継承に関するその他関連施策等について 
【現状関連施策】 

・我が国の文化財の本来の価値・魅力を外国人観光客に対して十分に伝えるため、今年10

月より「文化財の英語解説のあり方に関する有識者会議」を実施し、英語での分かり易

い解説表示のあり方・ポイント等を検討しており、年度内に報告書をとりまとめる予定。

【観光庁、文化庁】（Ｐ２９） 

 

５．体制強化  

○文化予算の増加、文化省の創設 
・「文化大国日本」の実現のため、文化予算をフランス並みにすべき。これには、文化庁

を文化省にし、器も一緒に大きくする必要がある。 

 

【現状関連施策】 

・平成27年度予算額1,038億円、平成28年度概算要求額1,192億円。【文化庁】 
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7 企業等による芸術文化活動への支援

　民間による芸術文化振興は，CSR（企業の社会的
責任）や社会貢献意識の高まりに加え，経済と文化の
両輪で豊かな社会を創造するとの認識から，多くの
企業等が取り組んでいます。企業が自ら文化事業を
実施したり，芸術文化活動への資金提供のほか，人

材や製品など企業の経営資源を活
い

かした支援が行わ
れています。特に近年は，地域活性や次世代育成を
目的として，比較的規模の小さな企業や地元企業が
メセナ活動を展開しており，各地の文化振興に大き
な役割を果たしています。

◆企業によるメセナ活動の実施状況
・実施企業数：333社（回答企業数：420社）
・活動総件数：2,928件（1社平均：8.7件）
・活動費総額：194億142万円（回答があった245社の総額）（1社平均：7,918万円）

◆企業財団によるメセナ活動の実施状況
・活動総件数：693件（回答財団数：189団体）（1財団平均：3.6件）
・活動費総額：645億9,540万円（回答及び公表データによる計167団体の総額）（1財団平均：3億8,679万円）

◆メセナ活動の実施方法
　　［企業］実施件数ベース（総件数：1,666件／複数回答） ［財団］実施件数ベース（総件数：693件／複数回答）

1. 企業等による芸術文化活動への支援（メセナ活動）

の復興に寄与する芸術・文化活動を支援しています。
同協議会への寄附は，個人の場合は所得控除又は税
額控除，企業などの法人の場合には一般の寄附金と
は別枠での損金算入が認められます。
　文化庁では，同協議会の顕彰事業「メセナアワード」
において，国民の「文化力」「創造力」向上や日本文化
の海外発信に貢献した活動に対し「文化庁長官賞」を
授賞しています。

　（公社）企業メセナ協議会は，企業によるメセナ（芸
術・文化支援）の活性化を目的に，平成2年に設立さ
れた中間支援組織です。企業メセナの社会的意義を
高め，文化振興の基盤を整備するために，①促進普
及，②情報発信，③調査研究・提言，④交流・協力
連携，⑤認定・顕彰，⑥助成等を行っています。
　主要事業として，芸術・文化活動に対する民間か
らの寄附を促す「助成認定制度」を運営するとともに，
東日本大震災の直後に「GBFund」を設立し，被災地

2. （公社）企業メセナ協議会

※ 出典：企業メセナ協議会「企業・
企業財団のメセナ活動実態調査
（平成26年度）」
グラフ作成：NDC Graphics
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寄附者から助成認定活動を行う団体・個人への寄附金の流れ

を行うことで，税制優遇が受けられる制度です。芸術・
文化活動を行う団体・個人が活動ごとに申請し，「助
成認定」を受けた上で，協議会への寄附を助成金とし
て受け取ることができます。

（1）助成認定制度
　同協議会では，芸術・文化活動に対する民間から
の寄附を税制面から促進する目的で，平成6年から
「助成認定制度」を運営しています。企業や個人が公
益社団法人である同協議会の助成活動に対して寄附

（2） 2021　芸術・文化による社会創造ファンド（2021 
Arts Fund）

　2020年から先の文化創造に資するべく，地域文化
振興及び芸術・文化による地域創造，芸術・文化を
通じた国際交流及び日本文化の国際発信，芸術・文
化及びこれを通じた社会創造を担う人材育成を重点
として，寄附者の意向に応じた目的別ファンドを設
置するとともに，目的を達成するための寄附コーディ
ネートを行っています。

（3） 東日本大震災 芸術・文化による復興支援ファン
ド「GBFund」

　GBFund（ジービーファンド，G:芸術，B:文化， 
F:復興/ファンド）は，平成23年3月23日に同協議会
が立ち上げた芸術・文化による復興支援ファンドで
す。趣旨に賛同する寄附者とともに，設立より5年間，
被災者・被災地を応援する目的で行われる芸術・文
化活動や，被災地の有形無形の文化資源を再生する
活動を支援しています。特に郷土芸能や祭りが被災
地の復興に果たす役割に注目し，「百祭復興プロジェ
クト」という枠を設けて重点的な支援も行なっていま
す。平成26年度末には寄附総額が1億4千万円を超え，
これまでに224件の活動を助成しています。

【平成26年度実績】
認定芸術文化活動：93件，寄附件数： 1,060件，寄附総額：3億6,755万円

【助成認定制度実績（過去5年分）】

寄附金助成金

支援依頼

申請

認定

Ⅰ 文化行政の基盤
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主要論点に関するイメージについて 
 

１．「日本博」のイメージ 
（１）総合的な日本文化の発信事業について 

①「ジャパン・コレクション」の国内外での展示 
 縄文土器から仏像、古美術、浮世絵、工芸（漆器、陶器、磁器、染織等）、

近現代美術、デザイン、建築、漫画、アニメーションに至るまで、日本人が創

りだしたものだけでなく、日本が現在までに集めてきた世界中の美術品等を

国公立施設蔵のみならず民間施設や個人蔵まで、いわば日本の宝という

べきものを集め、日本のコレクションの質の高さが体感できる「ジャパン・コ

レクション」を組成・展示する。国内展示後は、海外巡回を行う。 
 

②日本への親近感を醸成する各種事業の実施 

海外において、日本企業や現地機関の協力も得つつ、舞台公演、美術

展、映画上映会、ワークショップ・デモンストレーションなど、日本への親近

感を醸成するような各種事業を有機的に連携させて実施することで、多様

な日本の魅力を発信し、より深い日本理解を促進する。 

   

   ③双方向の交流による日本文化発信 

      国内において、国内外の専門家同士の交流や共同制作等の協働作業

を通じて、双方向の交流を深め、各国の人々に日本への共感や共生の意

識を呼び起こすような事業を実施する。 

 

（２）「日本の美」を凝縮した展覧会 
有数のコレクションを持つ美術館（民間美術館を想定）が連携し、海外主

要都市で「日本の美」の粋を凝縮した展覧会を開催する。その際、様々なテ

ーマで「日本の美」を紹介するパッケージをカタログ化しておき、現地のニー

ズにきめ細やかに対応した展覧会を柔軟に開催できるようにしておく。 
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（３）海外巡回展実施による日本現代美術（若手日本人作家作品）の発信 
  海外のフェスティバルやアートフェア、海外の美術館の展覧会等に出品

されるなど将来性のある若手日本人作家の作品を買上げ、その作品も含

めた海外巡回展を実施し、日本の現代美術の魅力を世界各国でアピール

する。買い上げた作品については、巡回後、国内の公立美術館に所蔵す

ることにより、日本各地の公立美術館の現代美術コレクションの充実にも

寄与する。 
 
※（１）、（２）について、以下も併せて行い、日本の文化の多様な体験ができる

催しとする。 
○日本食や関連製品のショップコーナー 
○茶室、陶器づくり、生け花など体験コーナー 
○狂言、歌舞伎等パフォーマンスの上演 等 

  
 

２．「映画の振興」についてイメージ 
 
（１）国際共同製作映画の支援 

 映画による国際文化交流を推進し、我が国の映画の振興に資することを

目的に、国際共同製作による映画の製作活動を支援する。その際、時代

劇、伝統芸能や職人等を題材とする等、「日本の文化」が主なテーマとなっ

ている作品について特別の支援枠を設ける等、我が国の文化芸術や日本

人の美意識・価値観を国内外にアピールする作品の製作の促進を図る。 
 

（２）諸外国における日本映画特集の上映 
 諸外国において日本映画の特集を上映することにより､映画を通じた文

化交流・人材育成を図り、日本文化への理解を促進するとともに、日本映画

の海外での上映機会の増加を図る。特集上映プログラムの作品選定に際し

ては、時代劇等の日本の文化が描かれている作品を組み込み、我が国の

文化芸術や日本人の美意識・価値観など多様な魅力を発信できる構成とな

るよう工夫する。 
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３．文化の発信の担い手について 
 

○ 文化庁の進める文化交流使（年間７～８名程度を指名し、１か月以上１年

以内の期間派遣）や、国際交流基金の日本文化専門家の短期派遣（基本的

に１か月以内。主催・助成あわせて１３０件程度）を活用しつつ、更なる取組

について検討する。 
 
 
４．伝統工芸技術のアーカイブについて 
 
○ 伝統工芸の制作用具について、実物資料及びそれらに関する情報を収集・

整理してアーカイブ化することにより、日本の美の伝承を図る。 

 

（１）収集・整理 

重要無形文化財保持団体及び選定保存技術保存団体等による実物資

料及びそれらに関する情報の収集・整理 

     ・制作工程で使用する用具類のリストアップ 

     ・用具類の実物資料の収集・整理・デジタルデータ化 

     ・用具の使用方法や特徴に関する記録（動画等）の作成 

 

（２）アーカイブ化・情報発信 

伝統工芸の用具に関する情報の活用のため、文化遺産オンライン等に

て国内外に公開・発信 

 

（３）普及・啓発 

公開事業（「わざと美展」や「日本の技体験フェア」等）による普及・啓発

事業の実施 

 

   （４）その他 

      上記以外の新たな分野については、予算増による選定保存技術の分野

の拡大等を図る。 

 

【検討課題】 

 上記の４つの主要トピックの内容の実現に当たっては、確実な予算措置とそれ

に裏付けされた企画・実施体制の整備が必要である。 
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海外展 「日本仏教美術展」 （仮称）について

○平成26年6月にイタリア共和国で行われた日伊首脳会談において、平成28年の日伊外交関係開設150周年等を契機として両国の
文化・人的交流を飛躍的に拡大することで合意。その一環として、仏教美術に関する展覧会の開催を安倍総理からレンツィ首相
に提案。

〇上記を踏まえ、平成28年度にローマにあるクイリナーレ宮美術館において、仏教彫刻等を中心とした「日本仏教美術展」(仮称)
を開催する。

◆ 展示の概要

クイリナーレ宮美術館（イタリア共和国・ローマ）

◆ 出品予定文化財の例

重要文化財 釈迦如来像／院賢作
（鎌倉時代）

日本仏教美術の特色をよく示し、かつ異なる文化を有する観覧
者にも共感をもって眺められるような、飛鳥時代から鎌倉時代の
仏教彫刻作品等約４０点を選び展示する。

重要文化財 天王像 (平安時代)

重要文化財 伎楽面(乾漆)
(奈良時代)

◆ 主催者・会期

主催者：文化庁、パラエクスポ財団（クイリナーレ宮美術館）
協 力：イタリア文化財・文化活動・観光省、その他関係機関
会 期：平成28年７月 ～ ９月（予定）

◆ 展覧会場

資料３
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